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１　公募の趣旨

山梨県企業局（以下、「企業局」という。）は、低炭素社会の実現と経済活性化の両立を目指すグリーンイノベーションの推進に取り組んでいます。その取り組みの一つとして、平成２３年度から次世代エネルギーの啓発施設ゆめソーラー館やまなし（以下、「本施設」という。）、および米倉山電力貯蔵技術研究サイトを運営し、再生可能エネルギーの普及拡大等に必要となる電力貯蔵技術の研究開発を実施しているところです。
この度、本施設の設備改修に併せて、ＥＶ充放電設備を最大限活用したエネルギーマネージメントシステムの実証研究を行い、新たな技術の開発・実用化を促進し、更なる再生可能エネルギーの利用拡大を目指していくこととしました。
つきましては、この趣旨を達成するための実証研究の提案を募集します。
２　募集の内容

ＥＶ活用による脱炭素事業所モデルの実証研究
３　本施設の概要
	所在地
	山梨県甲府市下向山町地内（米倉山）

	研究概要
	車載リチウムイオン電池を定置蓄電池として効果的に利用するための制御ロジックを検討し、ＥＶ充放電設備を最大限活用したエネルギーマネージメントシステムの実証研究により、新技術の開発・実用化を促進させ、再生可能エネルギーの利用拡大を目指すものです。

	施設概要
	電力供給設備
・太陽光発電　20kW　直流回路　①
・純水素型燃料電池　5kW×２台　交流回路　②
蓄電設備
・リチウムイオンキャパシタ　容量検討中　直流回路　③
・電気自動車　容量検討中×２台　定置型蓄電池として利用⑤⑥
・電気バス　　容量検討中×１台　車両として利用　⑦
配電線
・東京電力配電線　単相３線 200-100V　⑧

所内負荷
・単相三線回路　10kW程　④

	システム図
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図の点線部、及びエネルギーの充放電制御装置を本研究の対象とする。


４　実証研究の目的
先進性の高いエネルギーマネージメントシステムの研究を通じて、その有用性を実証することにより、当該技術の普及及び再生可能エネルギーの導入拡大を図り、もって県内経済の活性化を図ることを目指します。
なお、技術的な開発目標は提案者によることとします。
５　実証研究のスケジュール
実証研究の期間は、契約締結の日から令和８年３月３１日までとします。なお、研究の成果及び進捗によっては、企業局と採択者が協議の上、期間の短縮又は延長を行う場合があります。
	年　度
	内　容

	令和４年度
	・実証研究提案の募集
・実証研究提案の採択

・実証研究設備の設計・製作

・系統連系接続申請

	令和５年度
	・実証研究設備の製作・据付
・電力系統への接続

・実証研究の開始

	令和６年度
	・実証研究の継続

	令和７年度
	・実証研究の取りまとめ


６　研究開発費等
採択者は、実証研究に必要となる機器、材料及びその付帯設備の設置並びに設計を担うものとし、コンセプト設計費、システム設計費、ソフトウエア開発費及び試験費（ソフトウエア費）を負担するものとします。
企業局は採択者に対し、機器、材料の購入費用及び設置に要する費用（ハードウエア費）を負担するものとし、その限度額は2,000万円とします。この費用については、据付が完了する令和５年度までに支払うものとします。
また、実証研究中において、実証研究設備から発生及び消費する電力は企業局が負担するものとします。
７　応募資格
提案の申請に当たっては、次の全ての条件を満たす必要があります。
（１）技術要件
①　基礎研究が終了し、実証研究が可能なフェーズに移行している、又は移行可能なエネルギーマネージメントシステムであり、基礎研究段階における試験で優秀な性能が確認されていること。
②　原則として、電気自動車、及びリチウムイオンキャパシタへの充電は、太陽光発電の電力を使うものとする。
③　太陽光発電の短周期変動をリチウムキャパシタ、長周期変動を電気自動車にて抑制制御するシステムであること。
④　電気自動車、及びリチウムイオンキャパシタに充電した電力は、本施設の館内負荷へ供給するものとし、配電線への逆潮流が発生しないよう対策を施すこと。
⑤　太陽光発電の余剰電力のみ配電線への逆潮流を可能とすること。
⑥　複数台の電気自動車へ同時に充電可能なシステムであること。
⑦　電気自動車に充電した電力を他方の電気自動車へ融通が可能なシステムであること。

⑧　純水素型燃料電池は、ＲＰＲによる逆潮流対策機能、及び館内負荷の電力に応じた固定出力（５ｋＷ）制御機能が付属しているため、実証研究設備による制御は不要とする。
⑨　実証研究設備が故障した場合に、自動で商用電源受電に切り替わり、館内負荷へ電力供給ができるシステムであること。
（２）実施体制
①　単独若しくは複数の企業又は大学等の研究機関であり、日本国内に主たる事務所又は研究開発拠点を有していること。

②　開発目標達成に必要な組織、人員等を有していること。

③　実証研究を円滑に遂行するために必要な経営基盤があり、かつ、設備等の充分な管理能力を有していること。
④　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号及び同条第６号の規定による暴力団又は暴力団員が経営する企業若しくは実質的に経営を支配する企業又はこれに準ずるものではないこと。

８　応募方法
本施設の利用提案書（様式１）を提出してください。
なお、提出された書類等は返却しませんので、その旨ご承知ください。
	提出先
	山梨県企業局電気課
新エネルギーシステム推進室

	提出先の所在地
	〒400-8501　甲府市丸の内一丁目6-1　北別館5F

	様式１
	郵送にて提出（受付期間内必着）


	技術等審査資料
	電子メールにて提出
ＰＤＦ形式に変換して提出してください。
電子メール送信後には電話でご連絡をお願いします。(055-234-5268)


９　応募件数
　　　応募できる提案は、各提案者２件までとし、複数の提案を行う場合は、それぞれについて、本サイトの利用提案書を作成してください。
１０　応募のスケジュール
次表のスケジュールにより募集事務を行います。受付は、土日祝日を除く午前９時から午後５時までとします。
	日　付
	内　容

	令和４年１１月　８日（火）
	募集公告

	令和４年１１月１７日（木）
	質問受付開始

	令和４年１１月１８日（金）
	質問受付終了

	令和４年１１月２１日（月）
	質問への回答

	令和４年１１月２５日（金）
　　　　～１２月　２日（金）
	利用提案書の受付

	令和４年１２月　５日（月）
　　　　～１２月　７日（水）
	書類審査

	令和４年１２月中旬予定
	有識者による選考会

	令和４年１２月１９日（月）
	採択者の公表

	令和４年１２月中
	企業局と採択者による本サイトの利用に係る契約書の締結


１１　提案書作成に係る質問及び回答
募集内容等に関する質問は、電子メールにて様式２により受け付けます。書類の作成方法等の事務手続に関する事項への回答は、企業局のホームページに掲示しますが、技術的な内容を含む場合は、知見を保護するため個別に電子メールにて回答します。
	質問先
	山梨県企業局電気課新エネルギーシステム推進室

	E-mailアドレス
	newene-sys@pref.yamanashi.lg.jp


１２　現場説明会
　　　今回の募集に係る現場説明会は開催しませんが、本施設は見学することができます。
１３　選　考
　　提案書の内容は、企業局による書類審査の後、企業局が委嘱する公正中立な委員による選考会を行います。各委員は次の選考基準に対し、１、２、３、４、５の５段階で評価を与えるものとし、その総合得点を参考に公営企業管理者が優秀な提案を選出します。

【選考基準】
（１）提案内容が公募の趣旨・目的に合致していること。
（２）先進性を有していること。
（３）実証研究を行う体制が整っていること。
（４）実現可能な工程であること。

（５）経営基盤が安定していること。
（６）実証研究する機器の経済性が優れていること。
（７）総合評価　　　　　    
１４　採択者の決定及び公表
選考会の結果を元に、企業局が採択者を決定し、企業局のホームページに採択者の名称及び実証研究の件名を掲載します。なお、審査内容について意義の申立は受け付けません。
１５　契約の締結
　　　採択者の決定後、採択者と共同研究に関する契約を締結します。この場合において、採択者の申請書に虚偽の記載が認められるとき又は選考委員その他今回の募集に係る関係者に対し工作等不当な活動を行ったと認められるときは、契約を締結しない場合があります。

１６　秘密の保持

　　　提案書は、採択者の選定のためにのみ用い、企業局で厳重に管理します。ご提供いただいた個人情報は、提案書の審査に利用しますが、その目的以外で利用することはありません。（法令等により提供を求められた場合を除きます。）
１７　研究成果（産業財産権等）の帰属

採択者が研究開発のため購入又は製造した資産については、その所有権は採択者に帰属しますが、ＮＥＤＯ等の費用で設置した場合は、当該公募要領に従うこととします。

プロジェクトから生じる知財及び研究成果は、採択者に帰属しますが、本研究に係る産業財産権等の出願、申請等の手続を行った場合は、企業局に報告するものとし、本施設における研究成果として明示していただきます。なお、企業局の発案により生じた知財に関しては、共同出願をお願いする場合があります。
１８　実証研究の結果の公表

　　　実証研究の結果は、今後のエネルギーマネージメントシステムの研究開発に資するため、次の資料を公表するものとします。

（１）エネルギーマネージメントシステムの諸量データ
（２）日射量データ
（３）ゆめソーラー館やまなしの系統連系点電力
（４）実証研究機器の入出力電力
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